
別表第１（第２条関係）（日本工業規格Ａ列４番） 

 

事 業 概 況 報 告 書 

年  月  日 から  年  月  日 まで 

あて 

事業者名 

事業の概況 

鉄道事業 

 

 

 

その他の事業 

 

 

 

経営している事業 

事 業 の 名 称 職  員  数 営業収益構成比率 

 

 

 

人 ％ 

合       計  100％ 

主な株主 

株 主 数 株 式 数 
発行済株式総数

に対する割合 
株 主 数 株 式 数 

発行済株式総数

に対する割合 

 株 ％  株 ％ 

      

      

      

      

関係会社の状況 

会 社 名 住 所 資 本 金 主 な 事 業 の 内 容 議 決 権 の 所 有 割 合 

  千円  ％ 

     

     

     

     

役員 

 役 職 名 氏 名 常 勤 非 常 勤 の 別 

取 締 役 
   

   



   

   

   

   

会 計 参 与 

 

   

   

   

   

   

   

監 査 役 

   

   

   

   

   

   

工事の概況 

鉄道事業 

件        名 施 行 区 域、工 程 等 

現              況 

着 工 年 月 
完 成 （ 予 定 ） 

年 月 

進 ち よ く 

割 合 

  年 月 年 月 ％ 

その他の事業 

事 業 名 件        名 施 行 区 域、工 程 等 

現              況 

着 工 年 月 
完成（予定） 

年 月 

進 ち よ く 

割 合 

   年 月 年 月 ％ 

鉄道事業設備投資実績 

安 全 関 連 設 備 投 資 その他の設備

投 資 
合 計 

老朽設備取替 保安・防災対策 安全輸送対策 車両・その他 計 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 

備考１ 事業の概況には、営業成績、設備投資の状況、これらのことについての説明等を記載すること。 

  ２ 主な株主には、所有株式数の多い順に 10名を記載すること。 

  ３ 関係会社とは、会社計算規則（平成 18年法務省令第 13号）第２条第３項第 22号の関係会社をいう。 

  ４ 関係会社の状況には、重要性の乏しい関係会社については、その社数のみを記載することができる。 

  ５ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第２条第 12 号に規定する指名委員会等設置会社にあつては、「監査

役」を「執行役」とすること。 

  ６ 安全関連設備投資には、輸送の安全の確保のためにされたものを記載すること。 


